
とちぎスマート林業推進協議会 規約 

（栃木県未来技術地域実装協議会） 

 

 （名称） 

第１条 本会は、栃木県未来技術地域実装協議会として、「とちぎスマート林業推進協議会」（以

下「協議会」という。）と称する。 

 

 （目的） 

第２条 協議会は、内閣府において「未来技術社会実装事業」として選定された、栃木県におけ

るデジタル技術を活用した林業機械の自動化等の社会実装事業を通じて、地域の課題解決を図

り、スマート林業を推進することにより、林業・木材産業の成長産業化の実現を目的とする。 

 

 （協議事項） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について、協議するものとす

る。 

（１）未来技術社会実装事業に係る事業計画の策定 

（２）未来技術社会実装事業の実施、実施結果に関する評価・検証 

（３）事業化に向けた施策の検討 

（４）その他目的を達成するために必要な事項 

 

 （組織） 

第４条 協議会は、別表の団体等をもって組織する。 

２ 会員の追加・変更は、会長が承認し、次の協議会に報告するものとする。 

３ 協議会は、必要に応じて、ワーキンググループを設置することができ、その構成は会長が定

める。 

 

 （役員及びその職務） 

第５条 協議会に会長を置き、会員の互選により選任する。また、副会長は会長が会員の中から

指名する。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

 

 （会議） 

第６条 会議は、会長が招集する。 

２ 会議は、会員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

４ 会長は、必要に応じて、会議の議事に関係のある者の出席を求め、その意見若しくは説明を

聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

５ 会議に出席できない会員は、あらかじめ書面で表決することができる。この場合において、

第２項及び第３項の規定の適用については、その会員は出席したものとみなす。 

６ 会長は、会議を招集する暇のない場合及び議事が軽易である場合は、会議に付議すべき事案
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を記載した書面を会員に回付し、その賛否を問うことにより会議に代えることができる。 

 

 （守秘義務） 

第７条 会員は、個人情報など公開することが望ましくない情報を漏らしてはならない。また、

その職を退いた後も同様とする。 

 

 （事務局） 

第８条 協議会の事務は、栃木県環境森林部環境森林政策課において処理する。 

 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営等に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和２（2020）年 12 月７日から施行する。 



（別表） 

とちぎスマート林業推進協議会 会員名簿 

（敬称略・順不同） 

団体等 備考 

大学 
国立大学法人宇都宮大学工学部基盤工学科  

国立大学法人宇都宮大学農学部森林科学科  

国 

総務省関東総合通信局情報通信部  

総務省関東総合通信局無線通信部  

農林水産省林野庁森林整備部計画課  

農林水産省林野庁関東森林管理局森林整備部 現地支援責任者 

国土交通省国土地理院関東地方測量部  

関係団体・民間企業等 

(株)小松製作所  

たかはら森林組合  

栃木県山林種苗緑化樹協同組合  

栃木県森林組合連合会  

栃木県木材業協同組合連合会  

栃木県林業振興協会  

(株)栃毛木材工業  

那須町森林組合  

二宮木材(株)  

(株)パスコ栃木支店  

(株)ヤマサンワタナベ  

渡良瀬林産(株)  

地方公共団体 

宇都宮市経済部農林生産流通課  

足利市産業観光部農林整備課  

佐野市産業文化部農山村振興課  

鹿沼市経済部林政課  

日光市観光経済部農林課  

真岡市産業部農政課  

大田原市産業振興部農林整備課  

矢板市経済建設部農林課  

那須塩原市産業観光部農林整備課  

塩谷町産業振興課  

那須町農林振興課  

那珂川町産業振興課  

栃木県総合政策部  

栃木県環境森林部  

栃木県産業労働観光部  

 




